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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため、記載しておりません。 

４．１株当たり配当額については、第54期及び第55期には、特別配当2.00円を含んでおります。また、第56期には、記念配

当3.00円を含んでおります。 

５．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第53期及び第54期は希薄化効果を有する潜在株式が存在しない

ため、第55期以降については潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

  

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 （千円） 7,434,243 7,697,813 7,719,771 8,048,680 8,007,873

経常利益 （千円） 502,799 702,996 684,744 774,802 845,274

当期純利益 （千円） 266,922 390,238 418,807 162,672 488,038

持分法を適用した場合の 
投資利益 

（千円） － － － － －

資本金 （千円） 550,000 550,000 564,952 564,952 564,952

発行済株式総数 （株） 4,531,836 4,531,836 4,587,836 4,587,836 4,587,836

純資産額 （千円） 2,279,957 2,615,032 2,970,055 3,070,738 3,433,308

総資産額 （千円） 5,688,283 5,614,474 5,518,885 5,355,106 5,753,795

１株当たり純資産額 （円） 503.13 579.66 650.13 674.44 757.36

１株当たり配当額 
（内１株当たり中間配当額) 

（円）
15.00 
(7.50) 

17.00
(7.50) 

17.00
(7.50) 

18.00 
(7.50) 

25.00
(9.00) 

１株当たり当期純利益金額 （円） 56.29 84.20 89.53 33.81 107.58

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 40.1 46.6 53.8 57.3 59.7

自己資本利益率 （％） 12.20 15.94 15.00 5.39 15.00

株価収益率 （倍） 6.39 7.24 11.95 41.44 18.13

配当性向 （％） 26.65 20.19 18.99 53.24 23.24

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） 54,201 390,891 △ 247,272 768,124 566,581

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △ 67,981 27,756 26,409 △ 36,817 17,475

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △ 296,987 △ 200,758 △ 185,222 △ 344,033 △ 212,789

現金及び現金同等物の 
期末残高 

（千円） 485,797 703,686 297,600 684,873 1,056,140

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］ 

（人） 
142 
[ 4] 

135
[10] 

133
[ 7] 

120 
[14] 

115
[12] 



２【沿革】 

 

年月 事項

昭和26年１月 資本金80万円をもって大阪市北区此花町に株式会社都水栓工業所を設立。 
バルブ・コック及び水道器具の製造販売を開始。 

昭和39年10月 大阪府大東市新田本町に大東倉庫（現 第２倉庫）を建設。 

昭和42年５月 札幌市に札幌出張所を開設、同43年札幌営業所に昇格。 

昭和43年12月 大阪府大東市新田本町に倉庫（現 大阪物流センター）を建設。 

昭和45年１月 福岡市に福岡営業所を開設。 

昭和45年４月 商号をミヤコ株式会社に改称。 

昭和46年１月 大阪府大東市新田本町に大阪営業所を開設。 

昭和48年３月 広島市に広島営業所を開設。 

昭和48年10月 大阪府大東市新田本町の倉庫を拡張、増設し大阪物流センターに改称。 

昭和49年９月 大阪市北区空心町（現 大阪市北区天満）に新社屋竣工、本社を移転。 

昭和50年４月 仙台市に仙台営業所を開設。 

昭和51年４月 埼玉県大宮市（現 さいたま市北区）に埼玉営業所を開設。 

昭和56年４月 商品開発室を新設し、開発専任体制を確立。 

昭和58年４月 東京都小金井市に多摩営業所を開設。（平成６年４月 東京都日野市に移転） 

平成元年８月 大阪物流センターの隣接地を購入し拡張。 

平成２年３月 決算期を12月より３月に変更。 

平成４年４月 日本海洋生物工業株式会社を吸収合併、海洋バイオ事業部とし、管材事業部との２事業部体制
を確立。 

平成７年４月 名古屋市に名古屋営業所を開設。 

平成８年４月 横浜市に横浜営業所を開設。 

平成９年７月 千葉県柏市に千葉営業所を開設。 

平成12年６月 日本証券業協会に株式を店頭登録。 

平成14年３月 管工機材製品の設計及び調達管理においてISO9001認証取得。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

平成18年３月 養殖事業から撤退し、海洋バイオ事業部を廃止。 



３【事業の内容】 

 当社の企業集団(当社及び当社の関係会社)は、当社及びその他の関係会社１社で構成され、管工機材の開発・設計・販売を

行っております。 

  

[事業系統図] 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  

 

  

  



４【関係会社の状況】 

(1）親会社 

 該当事項はありません。 

  

(2）子会社 

 該当事項はありません。 

  

(3）関連会社 

 該当事項はありません。 

  

(4) その他の関係会社 

その他の関係会社は次のとおりであります。 

  

  

名称 住所 
資本金
(百万円) 

主要な事業の内容
議決権の所有割合 
又は被所有割合 

(％) 
関係内容

株式会社T・ZONEキャピタル 東京都中央区 100 金融・投資関連事業
被所有

23.1 
－ 



５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員（嘱託、常用パートを含む。）であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員を含む。）は当事業年

度の平均人員を［ ］外数で記載しております。 

  

 （注）平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 115［12］ 

    平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

   115［12］ 37.8 13.5 4,878,118 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度におけるわが国経済は、企業収益は好調を維持し、設備投資の拡大に加え、雇用情勢の改善による個人消費も緩や

かな回復基調を保ち、原油価格の高値止まりなど先行き不透明な状況ではありますが、総じて堅調に推移しました。 

管工機材業界におきましては、原材料価格の上昇などの影響が懸念されましたが、設備投資の拡大持続や、金利先高観による

マンション建設を中心とした新設住宅着工戸数の増加などが寄与した結果、概ね明るさの感じられる市場環境でありました。 

このような事業環境のなか、当社は、前事業年度末日をもって養殖事業から撤退しました。それに伴い事業部制を廃止し、当

事業年度より組織を一本化いたしました。 

営業面では、金属、樹脂材料相場の高騰による製造原価の上昇分が、社内でコストの吸収が困難になり、下半期よりやむをえ

ず、販売価格の改定を推し進めました。また給排水製品の開発、改良及び品揃え、品質の向上、建設設備設計図面への指定化を

推進、業務の効率化による経費低減などに注力し、さらなる堅実経営のための企業体質作りに取り組んでまいりました。 

この結果、当事業年度における売上高は、80億７百万円（前期比0.5％減）となりました。利益面では、営業利益は７億８千

８百万円（前期比7.0％増）、経常利益は８億４千５百万円（前期比9.1％増）となり、当期純利益は４億８千８百万円（前期

比200.0％増）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度とほぼ同水準の法人税等の支払額、長期借

入金の返済による有利子負債の純減、役員退職慰労引当金の減少等がありましたが、税引前当期純利益が８億３千８百万円（前

年同期比191.0％増）と大幅に増加したことにより、前事業年度末に比べ３億７千１百万円増加し、当事業年度末残高は10億５

千６百万円となりました。 

また当事業年度中における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、得られた資金は５億６千６百万円（前年同期比26.2％減）となりました。 

これは主に、法人税等の支払２億４千３百万円や未払消費税等の減少及び役員退職慰労引当金の減少、売上債権の増加等の支

出要因があったものの、税引前当期純利益を８億３千８百万円計上し、仕入債務の増加等で資金の増加があったことによるもの

であります。前年同期との対比では、養殖事業の撤退によるたな卸資産の大幅な減少が増加に転じたことや、減損損失と事業撤

退損失の非資金項目の計上が当事業年度は発生しておりません。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、得られた資金は１千７百万円（前年同期は使用した資金３千６百万円）となりました。 

これは主に、保険積立金の解約等によるものであります。前年同期との対比では投資有価証券の取得による支出が当事業年度

は発生しておりません。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、使用した資金は２億１千２百万円（前年同期比38.1％減）となりました。 

これは主に、有利子負債の純減と配当金を支払ったことによるものであります。前年同期との対比では長期借入金の借入によ

る収入が当事業年度は発生しておりません。 

  

 



２【生産、仕入、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当事業年度の生産実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．養殖事業から撤退したため、単一事業になっております。 

  

(2）製品仕入実績 

 当事業年度の製品仕入実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．養殖事業から撤退したため、単一事業になっております。 

  

(3）商品仕入実績 

 当事業年度の商品仕入実績を示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．養殖事業から撤退したため、単一事業になっております。 

  

(4）受注状況 

 当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

(5）販売実績 

 当事業年度の販売実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．養殖事業から撤退したため、単一事業になっております。 

 

事業種類別 
当事業年度

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

管材事業（千円） 327,889 81.6 

合計（千円） 327,889 81.6 

事業種類別 
当事業年度

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

管材事業（千円） 2,323,884 119.9 

合計（千円） 2,323,884 119.9 

事業種類別 
当事業年度

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

管材事業（千円） 3,280,828 98.6 

合計（千円） 3,280,828 98.6 

事業種類別 
当事業年度

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

管材事業（千円） 8,007,873 102.5 

合計（千円） 8,007,873 102.5 



３【対処すべき課題】 

(1) 現状の認識について 

今後の事業環境の見通しにつきましては、住宅着工戸数の増加や、リフォーム需要の拡大が見込まれるなど明るさが感じら

れるものの、原油価格の高値止まり、原材料の高騰、金利上昇など、景気に水をさす懸念もあり、不透明な状況が続くと思わ

れます。また日銀短観などから景気回復が鮮明になってきたことを受けて、求人倍率が上昇したことにより、人材の新規採用

が困難な状況になってきております。 

  

(2) 当面の対処すべき方針の内容 

当社は堅実経営を更に追求し、収益性を向上させるべく、付加価値の高い自社ブランド製品の開発強化、ユーザー指向に基

づいた製品開発、製品の安定供給と品質管理の向上に努めてまいります。また取引先の信用管理、若手を中心とする社員教育

と組織の活性化、内部統制の強化に積極的に取り組み、全社をあげて業績の向上に努めてまいります。 

  

(3) 具体的な取り組み状況 

当社の収益性をより向上させるための具体的な取り組み項目は、以下のとおりであります。 

① 原材料高騰に伴う価格の改定 

② 売れ筋製品在庫の確保による安定供給 

③ 社員の教育と人材の確保 

 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

  

・ 新設住宅着工・民間設備投資の動向について 

主要取扱品目である給排水器具等は住宅・非住宅の水廻りに関連した資材であるため、新設住宅着工・民間設備投資の動

向により当該品目の売上が影響を受ける傾向があり、増改築向けの製品の開発やホームセンター等新規ルートへの販売強化

により影響の低減に努めておりますが、新設住宅着工等の低迷が当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

・ 原材料市況の動向について 

 原材料市況の動向により製品原価が上昇した場合、販売先・競合他社との兼ね合いにより、販売価格への転嫁の状況次第

によっては、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

・ 競合について 

自社ブランド製品の開発・販売、地域密着型営業展開、施工業者への総合カタログの配布等により、管工機材業界での認

知度及び競争力の維持・向上に努めておりますが、同業他社による新製品の市場投入に伴う既存製品の値引販売や新規事業

者の市場参入、また、汎用製品においては独自性がないことによる同業他社との価格競争等、企業間競争が激化した場合、

当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

・ 建設業者の信用不安問題等について 

管工機材業界は、建設業界に対して建設設備資材を供給しているため、建設業者等の信用不安問題や建設業界の不況等に

より当業界は影響を受ける傾向にあります。当社は取引先に対する与信管理の強化、信用情報の日常的把握に努めており、

また、建設業者との直接の取引はありませんが、当社の販売先である管工機材販売店を通して間接的に影響を受ける可能性

があります。 

・ 法的規制について 

取扱製品のうち、給排水衛生設備用金具については「建築基準法」、「水道法」、「住宅性能表示制度」等の規制を受けて

おります。これらの規制が強化されれば、品質・機能の改善・改良を余儀なくされ、それに伴う費用が製品原価の上昇によ

り、当社の経営成績に影響が生じる可能性があります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

当事業年度における研究開発費の総額は３千４百万円となりましたが、研究目的、主要課題及び研究成果は下記のとおりであ

ります。 

当社では、製品開発の基本コンセプトを「施工のし易さと使い易さ」とし、施工作業の効率性を追求するとともに、誰もが簡

単に安心して使用できる製品の開発を進めており、ＩＳＯ品質マネジメントシステムを遵守したプロセスにより、給排水器具・

配管部材の専門分野に特化した製品の研究開発を推進しています。 

当社製品の主な需要分野である新設住宅市場向けでは、大手ハウスメーカーとの共同開発を一段と高めるとともに、今後も成

長分野として需要増が見込まれる増改築市場に対応した製品の開発をより強力に進めてまいります。 

① 主な新規開発製品 

・Ｍ２４６ＫＨＳＨ－Ｓ カキンホース定尺キット 

［用途］ エコキュート用貯湯配管に使用 

［特長］ 従来の巻物では取回しが不便であり、定尺にする事により現場作業での取り扱いが楽になり、必用部材も含

まれているので、部材管理も必要がなく、利便性を追求した製品３機種。 

・ＭＢ５０ＴＹ 電気温水器樹脂トラップ 

［用途］ エコキュート・電気温水器のオーバーフローに使用 

［特長］ 耐熱性樹脂を採用することにより、耐熱性・耐食性に優れており、コンパクト設計であり、設置する際にス

ペースを取らない施工性を追求した製品1機種。 

・Ｍ１４ＰＶＬ 塩ビパイプ用Ｌ型排水アダプタ 

［用途］ 塩ビ管と塩ビ管を接続する際に使用するＬ型アダプタ 

［特長］ キッチンのシンク下において塩ビ配管が設置されているためにスペースを確保することができない場合があ

るが、本製品を使用することにより塩ビ管の位置を変更できスペースを確保することができる利便性を追求

した製品１機種。 

・ＭＢ１４９Ｔ 排水管取り出しチーズ 

［用途］ 既設配管を分岐する際に使用 

［特長］ 従来、既設配管を分岐する場合には配管を切断しチーズ等の継手を必要としたが、本製品を使用すれば配管

を切断することなく既設配管を分岐することができる。また、新たに分岐接続径を塩ビ管と同径にすることに

より塩ビ継手を直結することができ、省スペースで施工することが可能な、施工性を追求した製品３機種。 

  

② 主な改良製品 

・ＭＢ４４ＫＬ 洗濯機排水トラップ 

従来の化粧蓋を更に閉め易くする為につまみ形状を変更。同時にシール性を向上させる為、エルボ形状の設計変更を

行ない、操作性および機能性の向上を目的とした製品１機種。 

  

・ＭＢ５０ カセット式排水トラップシリーズ 

近年の施工環境の変化に対応する為、更なる防臭機能と排水機能を向上させた製品６機種。 

  

・Ｍ２４６ＫＨＳＨ カキンホースにマーキング 

本製品は25ｍコイル状で、使用中のコイルについて残数を確認するにはかなりの困難を要していたが、製品に１ｍ間隔

に印字する事により残数が簡単に目視確認でき、取扱いし易くした製品２機種。 

  

・ＭＢ４４－ＹＳ 横引きソケット（透明） 

本製品は洗濯機排水トラップと塩ビ管を接続する際に使用しているがグレー色であり接続部の接着確認をすることが

できなかった。材質を半透明に変更することにより、接続部の接着確認が容易に行なえ、機能性および施工性を向上さ

せた製品２機種。 

 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

  

(1）重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。この財務諸表

の作成にあたり重要となる会計方針については、「第５ 経理の状況 １.財務諸表の作成方法について」に記載されている

とおりであります。 

  

(2) 当事業年度の経営成績の分析 

① 売上高 

当社は、前事業年度末日をもって養殖事業から撤退しました。それに伴い事業部制を廃止し、当事業年度より組織を一本

化したことや、原材料高騰による製造原価の上昇により、社内でのコスト吸収が困難になり、やむをえず販売価格の改定を

推し進めた結果、売上高は前事業年度に比べ0.5％減の80億７百万円となりました。 

なお、売上原価につきましては、養殖事業からの撤退に伴い、前事業年度に比べ2.3％減の57億５千２百万円となりまし

た。 

  

② 販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費は、前事業年度に比べ2.9％増の14億６千７百万円となりました。増加の主な要因としては、養殖事

業の撤退に伴い、前事業年度まで製造原価として計上しておりました人件費の増加や新カタログ発刊に伴う費用等でありま

す。販売費及び一般管理費の売上高に対する比率は18.3％となり、営業利益は前事業年度に比べ7.0％増の７億８千８百万円

となりました。 

  

③ 経常利益 

経常利益は、前事業年度とほぼ同水準の営業外損益の計上と、上記の要因により、前事業年度に比べ9.1％増の８億４千５

百万円となりました。 

  

④ 当期純利益 

当期純利益は、前事業年度に比べ200.0％増の４億８千８百万円となりました。増加の主な要因としては、前事業年度にお

いて減損損失の計上と養殖事業からの撤退による事業撤退損失の計上があったこと等であります。 

  

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

「第２ ４［事業等のリスク］」に記載のとおりであります。 

  

(4) 経営戦略の現状と見通し 

「第２ ３［対処すべき課題］」に記載のとおりであります。 

  

 



(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

① 資産 

流動資産の残高は、前事業年度末に比べて４億７千６百万円増加し、47億５千６百万円となりました。 

これは主に、現金及び預金が３億７千１百万円増加したことや、当事業年度の末日が金融機関の休日であったため、期末日

満期手形が受取手形に含まれ増加したことによるものであります。 

固定資産の残高は、前事業年度末に比べて７千８百万円減少し、９億９千７百万円となりました。 

これは主に、保険積立金を解約したことや、投資有価証券の時価評価による評価差額が減少したことによるものでありま

す。 

この結果、総資産は、前事業年度末に比べて３億９千８百万円増加し、57億５千３百万円となりました 

  

② 負債 

流動負債の残高は、前事業年度末に比べて７千４百万円増加し、22億４千９百万円となりました。 

これは主に、買掛金の減少、１年以内返済予定長期借入金の減少に対し、当事業年度の末日が金融機関の休日であったた

め、期末日満期手形が支払手形に含まれ増加したことや、未払法人税等の増加によるものであります。 

固定負債の残高は、前事業年度末に比べて３千８百万円減少し、７千万円となりました。 

これは主に、長期借入金がなくなったことや、役員退職慰労引当金の減少によるものであります。 

この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて３千６百万円増加し、23億２千万円となりました。 

  

③ 純資産 

純資産合計は、前事業年度末の資本合計に比べて、３億６千２百万円増加し、34億３千３百万円となりました。 

これは主に、当期純利益４億８千８百万円を計上（前事業年度は当期純利益１億６千２百万円）したことによるものであり

ます。 

この結果、自己資本比率は57.3から59.7％に上昇いたしました。 

  

④ キャッシュ・フローの分析 

当社は、財務基盤の強化と資金効率向上のために業績予想に基づいた営業活動により発生するキャッシュ・フローにおい

て、手許資金の増強と有利子負債の削減を計画し実施しました。 

営業活動によるキャッシュ・フローでは、税引前当期純利益を８億３千８百万円計上したものの、法人税等の支払２億４

千３百万円や未払消費税等の減少及び役員退職慰労引当金の減少の要因等により得られた資金は前事業年度に比べ減少し５

億６千６百万円となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローでは、有形固定資産の取得による支出は増加したものの、保険積立金の解約等による収

入により、得られた資金が１千７百万円となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローでは、有利子負債の１億１千２百万円の削減を実施し、配当金の支払８千８百万円等に

より、使用した資金は２億１千２百万円となりました。 

これらの活動の結果、現金及び現金同等物は前事業年度末と比べ３億７千１百万円増加し10億５千６百万円となりました。

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【設備投資等の概要】 

 当期中は、特筆すべき設備投資は行っておりません。 

 なお、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社は、10営業所を有している他、大阪物流センターを設けております。 

 以上のうち、主要な設備は、以下のとおりであります。 

 （注）１．その他の有形固定資産は、車両運搬具2,697千円であります。 

なお、金額には消費税等を含めておりません。 

２．大阪物流センターには大阪営業所を含みます。 

３．従業員数の[ ]は、臨時雇用者数を外書しております。 

４．リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  

  

    平成19年３月31日現在 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額
従業
員数 
(人) 

建物
(千円) 

構築物
(千円) 

工具器
具備品 
(千円) 

土地
(千円) 
(面積㎡) 

その他 
(千円) 

合計 
(千円) 

本社 
（大阪市北区） 

統括業務施設 53,112 － 9,990
28,259
(181.08)

199 91,561 
14
[－]

大阪物流センター 
（大阪府大東市） 

販売設備・物流設備 33,695 496 8,639
209,219

(1,857.17)
921 252,972 

26
[９]

埼玉営業所 
他８営業所 

販売設備 12,745 768 13,359
－
(－)

1,576 28,449 
75
[３]

  名称
数量
（台） 

リース期間
（年） 

年間リース料 
（千円） 

リース契約残高
（千円） 

  
営業所車両 
（所有権移転外ファイナンス・リース） 

１ ７ 775 3,036



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 13,900,000 

計 13,900,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数(株)
（平成19年６月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 4,587,836 4,587,836 ジャスダック証券取引所
権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式 

計 4,587,836 4,587,836 － － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 平成13年６月28日定時株主総会決議に基づく新株予約権の権利行使により、増加しております。 

  

(5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式54,586株は、「個人その他」に54単元及び「単元未満株式の状況」に586株を含めて記載しております。 

２．「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が10単元含まれております。 

  

(6）【大株主の状況】 

  

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 

（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金
残高 
（千円） 

平成16年７月30日 56,000 4,587,836 14,952 564,952 14,896 118,386

      
平成19年３月31日現在 

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況 

（株） 政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個 人

株主数（人） － 7 5 16 － － 246 274 －

所有株式数
（単元） 

－ 416 6 1,677 － － 2,432 4,531 56,836

所有株式数の
割合（％） 

－ 9.18 0.13 37.01 － － 53.68 100 －

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社Ｔ・ＺＯＮＥキャピタル 東京都中央区日本橋室町3-2-15 1,034 22.54 

株式会社ツカダ興産 大阪市旭区新森4-13-7 584 12.74 

束田勝 大阪市都島区 405 8.83 

束田俊夫 大阪市旭区 347 7.57 

束田脩 香川県善通寺市 179 3.92 

竹村光夫 大阪府摂津市 121 2.64 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町1-2-2 84 1.83 

束田清子 大阪府枚方市 82 1.79 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町1-1-2 80 1.74 

束田美智子 大阪市旭区 80 1.74 

計 － 2,997 65.34 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が10,000株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 54,000 －
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,477,000 4,477 同上 

単元未満株式 普通株式 56,836 － 同上 

発行済株式総数 4,587,836 － － 

総株主の議決権 － 4,477 － 

    平成19年３月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ミヤコ株式会社 
大阪市北区天満一
丁目６番７号 

54,000 － 54,000 1.18 

計 － 54,000 － 54,000 1.18 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法第155条第７

項に該当する普通株式の取得 

  

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注）当期間における取得自己株式は、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式

は含まれておりません。 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）当期間における取得自己株式は、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式

は含まれておりません。 

  

 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 6,800 12,057,200 

当期間における取得自己株式 800 1,559,600 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った
取得自己株式 

－ － － －

その他 
（単元未満株式の売渡請求による売渡） 

400 600,000 － －

保有自己株式数 54,586 － － － 



３【配当政策】 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要政策と認識し、将来の事業展開と経営体質強化のために必要な内部留保

を確保しつつ、業績に応じた適正な配当水準の維持向上に努めることを基本方針としております。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

当事業年度の配当につきましては、株主への利益還元策の一環として、中間配当金は１株につき９円を行い、期末配当金は１株

につき16円を実施することを決定いたしました。この結果、当事業年度の配当性向は23.24％となりました。 

内部留保金につきましては、財務体質の強化を図りながら、事業拡大のための研究開発費用や設備投資等に役立てる考えであり

ます。 

当社は、「取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として、中間配当をすることができる。」旨を定款に定めておりま

す。 

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業協会の公表

のものであります。なお、第55期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表のものであります。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

決議 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり
配当金(円) 

平成18年11月14日 
取締役会 

40,833 9.0

平成19年６月28日 
定時株主総会 

72,532 16.0

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 460 635 
※   865

1,090 
2,100 2,205 

最低（円） 325 340 
※   610

830 
970 1,398 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 1,572 1,590 1,920 2,100 2,205 2,000 

最低（円） 1,500 1,501 1,601 1,902 2,110 1,851 



５【役員の状況】 

 （注）１．取締役相談役束田俊夫は、代表取締役社長束田勝の実父であります。 

２．監査役菊山勝久および正木丈雄は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

４．平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

５．平成17年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

代表取締役 
社長 

  束田 勝 昭和38年６月21日生

昭和62年１月 当社入社 

昭和62年３月 当社取締役 

平成５年７月 当社常務取締役 

平成10年４月 当社管材事業部長 

平成15年６月 当社代表取締役社長(現任) 

（注）３ 405

取締役 社長室長 加藤 隆夫 昭和22年12月25日生

昭和41年３月 当社入社 

平成５年４月 当社商品統括部長 

平成10年４月 当社西日本営業部長 

平成12年６月 当社取締役(現任) 

平成16年４月 当社商品開発室長 

平成18年４月 当社社長室長(現任) 

（注）３ 52

取締役 営業本部長 多谷本 昌利 昭和26年12月29日生

昭和49年３月 当社入社 

平成10年４月 当社商品開発室長 

平成12年７月 当社東日本営業部長 

平成15年６月 当社取締役(現任) 

平成18年４月 当社営業本部長兼関東営業部長 

平成19年４月 当社営業本部長(現任) 

（注）３ 30

取締役 商品統括部長 石原 利幸 昭和27年８月16日生

昭和52年３月 当社入社 

平成13年４月 当社商品統括部長(現任) 

平成18年６月 当社取締役(現任) 

（注）３ 21

取締役相談役   束田 俊夫 昭和８年９月17日生

昭和31年３月 当社入社 

昭和38年２月 当社取締役 

昭和42年２月 当社専務取締役 

昭和50年１月 当社代表取締役社長 

平成15年６月 当社取締役相談役(現任) 

（注）３ 347

常勤監査役   平井 常雄 昭和21年９月１日生

昭和45年３月 当社入社 

平成３年５月 当社経理部長 

平成８年６月 当社取締役 

平成14年４月 当社管理部長 

平成18年６月 当社監査役(現任) 

（注）４ 63

監査役   菊山 勝久 昭和23年２月12日生

昭和60年１月 菊山公認会計士事務所開設 

(現在に至る) 

平成８年６月 当社監査役(現任) 

（注）５ －

監査役   正木 丈雄 昭和17年11月23日生

昭和55年４月 正木丈雄法律事務所開設 

(現在に至る) 

平成18年６月 当社監査役(現任) 

（注）４ －

        計   920



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、内部統制、リスクマネジメント及び各機関の機能強化を推進し、より効率的な経営を追求することを重要課題として

おります。また、経営の公正性と透明性を高めるべく、ＩＲ活動として制度的な情報開示はもとより、決算説明会の実施、ホー

ムページによるＩＲ情報の充実等に積極的に取り組んでおります。コンプライアンス（法令遵守）に関しましては、全社員に徹

底すべく意識の高揚を行い、企業倫理の実践強化を図っております。 

  

(1)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の基本説明 

・ 当社は監査役制度を採用しており、常勤監査役１名と非常勤監査役２名（うち社外監査役２名）で構成され、取締役会

への出席と監査役会を毎月開催し、取締役等からその職務の業務執行状況の聴取を行っております。 

・ 取締役会は、取締役５名で構成されており、法令及び定款に定められた事項のほかに経営の意思決定について、定例の

開催に加え、緊急を要する重要事項が発生した場合には、臨時取締役会を適宜開催しております。また、単なる意思決定

機関としてでなく各取締役相互の業務執行状況を監督する機関と位置付けております。 

 なお、当社の経営理念を理解し実践できる人材により、より現場に近い意思決定を行うため、社外取締役は選任してお

りません。 

・ 経営推進委員会は、取締役５名、部長１名により構成され、経営方針、経営戦略、会社経営、事業の遂行等に関する重

要な事項について協議するための機関として、会議を毎月１回開催しております。 

・ 法律上の判断が必要な場合には、顧問弁護士と相談を行い、税務上の判断が必要な場合には、顧問税理士と相談を行

い、判断の適正性を確保しております。 

  

② 当社の具体的な関係及び内部統制システムを図示すると次のとおりであります。 

  

 
 



③ 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況 

当社は、会社法および会社法施行規則に基づき、以下のとおり当会社の業務の適正を確保するための体制（以下、内

部統制という）を整備しております。 

（ⅰ）取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するためのための体制 

企業倫理規程をはじめとする法令順守体制にかかる規定を役職員が法令・定款および社会規範を順守した行動をとる

ための行動規範とする。また、その徹底を図るため、社員教育を行う。これらの活動は、定期的に取締役会および監査

役会に報告されるものとする。法令上疑義のある行為等について従業員が直接情報提供を行う手段として、監査役を窓

口としたホットラインを設置・運営する。 

（ⅱ）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項 

文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体（以下、文書等という）に記録し、保存

する。取締役および監査役は、文書管理規程により、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。 

（ⅲ）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

コンプライアンス、環境、災害、品質、および情報セキュリティに係るリスクについては、それぞれの担当部署に

て、規則・ガイドラインの制定、マニュアルの作成・配付等を行うものとし、全社的対応は管理部が行うものとする。

新たに生じたリスクについては取締役会において速やかに対応責任者となる取締役を定める。 

（ⅳ）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するためのための体制 

以下の経営管理システムを用いて、取締役の職務執行の効率化を図る。 

(ア) 職務権限規程・意思決定ルールの策定 

(イ) 取締役を構成員とする経営推進会議の設置 

(ウ) 取締役会による中期経営計画の策定とＩＴを活用した月次・四半期業績管理の実施 

(エ) 経営推進会議および取締役会による月次業績のレビューと改善策の実施 

（ⅴ）監査役会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制ならびにその使用人の取

締役からの独立性に関する事項 

監査役は、職員に監査業務に必要な事項を命令できるものとし、監査役より監査業務に必要な命令を受けた職員は、

その命令に関して、取締役の指揮命令を受けないものとする。 

（ⅵ）取締役及び使用人が監査役会に報告するための体制その他の監査役会への報告に関する体制 

取締役または使用人は、監査役会に対して、法定事項に加え、会社に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状

況、コンプライアンス・ホットラインによる通報状況およびその内容を速やかに報告する体制を整備する。報告の方法

については取締役と監査役会との協議による。 

（ⅶ）その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役会と代表取締役社長との間の定期的な意見交換会を設定する。 

  

④ 内部監査及び監査役監査の状況 

社長直轄の監査室１名を設置し、内部監査規程に則り毎年度計画的に内部監査を実施しております。 

 監査室は、監査結果を速やかに社長に報告し、各部門に対して、改善点の指摘・勧告等を行い、諸業務の質や効率の改

善を図っております。 

 監査役監査は、監査役会において監査計画が策定されたうえ、会計監査と業務監査が遂行され、その結果について監査

役会で合議の上、必要事項については、取締役会もしくは担当取締役に報告されます。 

また、監査の連携として、監査役は会計監査人と定期的に会合を持ち、報告を受け意見交換するとともに、往査に立ち

会うなど会計監査人の業務遂行の適正性を確認しております。 

  

 



⑤ 会計監査の状況 

 会計監査人は、ユニバーサル監査法人を選任して監査契約を結んでおります。当社は、正しい会計情報を提供し、公正

不偏な立場から監査が実施される環境を整備しております。 

 なお、業務を執行した公認会計士の氏名については次の通りです。 

 ユニバーサル監査法人 

（注）継続監査年数は７年超の場合に限り記載しております。 

  

 監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士         ２名 

その他           ２名 

  

⑥ 社外取締役及び社外監査役との関係 

社外監査役である菊山勝久氏は公認会計士であり、当社との人的関係、資本的関係等は一切ありません。 

社外監査役である正木丈雄氏は弁護士であり、当社との人的関係、資本的関係等は一切ありません。 

なお、社外取締役は選任しておりません。 

  

(2）リスク管理体制の整備の状況 

 リスク管理体制につきましては、業務の有効性と効率性、財務報告の信頼性、法令諸規則遵守の観点から、管理部にリス

クマネジメント及びコンプライアンス担当者を設置し、各部門会議においてリスクとなる問題点を早期発見し業務執行責任

者である代表取締役社長に報告できる体制を整えております。 

 また、代表取締役社長をトップとする「緊急連絡網」を構築し、昼夜・休日問わず、緊急事態発生に対応する体制を備え

ております。 

  

(3）役員報酬の内容 

 当事業年度における当社の取締役・監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。 

（注）役員報酬には、役員賞与（取締役11,000千円）、役員退職慰労引当金繰入額（取締役7,800千円、監査役442千円）

が含まれております。 

  

(4）監査報酬の内容 

 当事業年度における当社の監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであります。 

（注）上記以外の報酬はありません。 

  

(5)取締役の定数 

当社の取締役の定数は５名以内とする旨定款に定めております。 

  

(6)取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任は株主総会の決議によって行い、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

 

氏名等 継続監査年数 

代表社員 業務執行社員 向井 泰彦 ９年 

代表社員 業務執行社員 坂東 和宏 － 

  社内取締役に支払った報酬 97,700千円 

  監査役に支払った報酬 8,842千円 

       合計 106,542千円 

  公認会計士法第２条第１項の監査証明業務に係る報酬 10,704千円



(7)自己の株式の取得の要件 

当社は、経済情勢の変化に対応し、機動的な資本政策を遂行することを可能とするため、会社法165条第２項の規定によ

り、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨定款に定めております。 

  

(8)株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法309条第２項に定める株主総会の特別議決要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会にお

ける特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。 

  

 



第５【経理の状況】 
  

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第56期（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第57期（平成18年４月

１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第56期（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）及び第57期（平成18

年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、ユニバーサル監査法人による監査を受けております。 

  

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金  684,873 1,056,140 

２．受取手形 ※４ 1,803,252 1,885,887 

３．売掛金  1,013,372 985,685 

４．商品  204,027 195,376 

５．製品  514,800 542,969 

６．原材料  503 1,928 

７．貯蔵品  2,261 7,387 

８．前払費用  15,468 16,295 

９．繰延税金資産  32,980 38,556 

10．その他  20,073 36,495 

11．貸倒引当金  △ 12,000 △ 10,200 

流動資産合計  4,279,613 79.9 4,756,522 82.7

Ⅱ 固定資産   

(1）有形固定資産   

１．建物 ※１ 583,244 583,244  

減価償却累計額  475,355 107,889 483,006 100,238 

２．構築物  134,787 134,787  

減価償却累計額  133,367 1,419 133,522 1,264 

３．機械及び装置  52,538 52,538  

減価償却累計額  52,538 － 52,538 － 

４．船舶  31,147 －  

減価償却累計額  28,419 2,728 － － 

５．車両運搬具  21,430 19,852  

減価償却累計額  18,670 2,759 17,154 2,697 

６．工具器具備品  233,932 229,285  

減価償却累計額  203,545 30,386 197,295 31,989 

７．土地 ※１ 410,497 410,497 

有形固定資産合計  555,681 10.4 546,688 9.5



 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

(2）無形固定資産   

１．ソフトウェア  1,308 946 

２．電話加入権  4,961 4,961 

無形固定資産合計  6,270 0.1 5,908 0.1

(3）投資その他の資産         

１．投資有価証券 ※１ 201,565 174,046 

２．出資金  1,250 160 

３．破産・更生債権等  3,736 2,951 

４．長期前払費用  783 1,367 

５．繰延税金資産  111,473 104,171 

６．保険積立金  130,215 96,430 

７．敷金・保証金  59,976 60,261 

８．その他  8,550 8,550 

９．貸倒引当金  △ 4,009 △ 3,264 

投資その他の資産合計  513,540 9.6 444,675 7.7

固定資産合計  1,075,493 20.1 997,272 17.3

資産合計  5,355,106 100.0 5,753,795 100.0

    



 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．支払手形 ※４ 918,484 1,063,837 

２．買掛金  743,399 687,691 

３．短期借入金 ※１ 60,000 120,000 

４．１年以内返済予定 
長期借入金 

※１ 148,800 3,400 

５．未払金  55,609   65,053  

６．未払費用  22,301 20,277 

７．未払法人税等  124,525 219,642 

８．未払消費税等  39,965 － 

９．預り金  4,293 3,752 

10．賞与引当金  58,000 55,000 

11．役員賞与引当金  － 11,000 

流動負債合計  2,175,380 40.7 2,249,654 39.1

Ⅱ 固定負債   

１．長期借入金 ※１ 27,400 － 

２．役員退職慰労引当金  76,460 45,162 

３．預り保証金  5,127 25,669 

固定負債合計  108,987 2.0 70,832 1.2

負債合計  2,284,368 42.7 2,320,487 40.3

    



  

 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※２ 564,952 10.5 － －

Ⅱ 資本剰余金   

１．資本準備金  118,386 －  

２. その他資本剰余金   

(1) 自己株式処分差益  1,121 －  

資本剰余金合計  119,507 2.2 － －

Ⅲ 利益剰余金   

１．利益準備金  68,339 －  

２．任意積立金   

(1）別途積立金  1,200,000 －  

３．当期未処分利益  1,083,622 －  

利益剰余金合計  2,351,961 43.9 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金  72,794 1.4 － －

Ⅴ 自己株式 ※３ △ 38,477 △0.7 － －

資本合計  3,070,738 57.3 － －

負債資本合計  5,355,106 100.0 － －

    



  

  

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）   

Ⅰ 株主資本   

１．資本金  － － 564,952 9.8

２．資本剰余金   

(1）資本準備金  － 118,386  

(2）その他資本剰余金  － 1,388  

資本剰余金合計  － － 119,774 2.1

３．利益剰余金   

(1）利益準備金  － 68,339  

(2）その他利益剰余金   

別途積立金  － 1,500,000  

繰越利益剰余金  － 1,174,161  

利益剰余金合計  － － 2,742,500 47.7

４．自己株式  － － △ 50,201 △0.9

株主資本合計  － － 3,377,024 58.7

Ⅱ 評価・換算差額等   

１．その他有価証券評価差額
金 

 － － 56,283 1.0

評価・換算差額等合計  － － 56,283 1.0

純資産合計  － － 3,433,308 59.7

負債純資産合計  － － 5,753,795 100.0

    



②【損益計算書】 

 

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   

１．製品売上高  4,035,023 4,052,881  

２．商品売上高  4,013,656 8,048,680 100.0 3,954,992 8,007,873 100.0

Ⅱ 売上原価   

１．期首製品たな卸高  645,353 514,800  

２．期首商品たな卸高  223,760 204,027  

３．当期製品仕入高  1,938,434 2,323,884  

４．当期商品仕入高  3,326,843 3,280,828  

５．当期製品製造原価  469,964 167,053  

合計  6,604,356 6,490,594  

６．期末製品たな卸高  514,800 542,969  

７．期末商品たな卸高  204,027 5,885,528 73.1 195,376 5,752,248 71.8

売上総利益  2,163,151 26.9 2,255,625 28.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１．荷造運搬費  150,048 155,618  

２．販売促進費  14,422 8,512  

３．広告宣伝費  20,280 31,523  

４．貸倒引当金繰入額  2,234 44  

５．役員報酬  96,600 94,800  

６．給料  397,977 390,966  

７．賞与  53,111 75,866  

８．賞与引当金繰入額  53,881 48,944  

９．役員賞与引当金繰入額  － 11,000  

10．役員退職慰労引当金繰入額  8,715 8,242  

11．退職金  － 7,595  

12．退職給付費用  32,077 31,147  

13．福利厚生費  108,501 107,325  

14．通信・交通費  61,131 60,917  

15．賃借料  21,449 18,255  

16．地代家賃  105,949 112,211  

17．水道光熱費  10,268 11,136  

18．消耗品費  30,332 32,828  

19．支払手数料  141,863 153,155  

20．保険料  8,715 8,658  

21．租税公課  18,892 21,265  

22．減価償却費  23,092 16,709  

23．研究開発費 ※１ 38,121 34,288  

24．その他  28,483 1,426,151 17.7 26,141 1,467,157 18.3

営業利益  737,000 9.2 788,467 9.9



 

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息  1 0  

２．受取配当金  1,485 1,604  

３．仕入割引  57,133 64,626  

４．その他  11,707 70,328 0.9 23,800 90,032 1.1

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息  3,072 1,456  

２．売上割引  28,665 30,924  

３．その他  788 32,526 0.5 843 33,225 0.4

経常利益  774,802 9.6 845,274 10.6

Ⅵ 特別利益   

１. 固定資産売却益 ※２ － － － 2,004 2,004 0.0

Ⅶ 特別損失   

１．固定資産除却損 ※３ 17,966 1,836  

２．保険解約損  － 6,672  

３．減損損失 ※４ 320,705 －  

４．事業撤退損失 ※５ 147,910 486,583 6.0 － 8,508 0.1

税引前当期純利益  288,219 3.6 838,771 10.5

法人税、住民税及び事業税 ※６ 251,728 338,000  

法人税等調整額  △ 126,181 125,547 1.6 12,733 350,733 4.4

当期純利益  162,672 2.0 488,038 6.1

前期繰越利益  955,044 － 

中間配当額  34,093 － 

当期未処分利益  1,083,622 － 

    



製造原価明細書 

 （注）※１. 主な内訳は次のとおりであります。 

  

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

  

３．原価計算の方法 

  

  

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費   91,745 25.3 7,270 4.4

Ⅱ 労務費   43,906 12.1 － －

Ⅲ 経費 ※１ 226,861 62.6 159,782 95.6

当期総製造費用   362,513 100.0 167,053 100.0

期首仕掛品たな卸高   244,135 － 

合計   606,648 167,053 

他勘定振替高 ※２ 136,683 － 

当期製品製造原価   469,964 167,053 

  項目 前事業年度 当事業年度 

  外注費（千円） 151,493 154,437 

  賃借料（千円） 2,849 － 

  水道光熱費（千円） 9,032 － 

  減価償却費（千円） 21,689 1,736 

項目 前事業年度 当事業年度 

事業撤退損失（千円） 136,683 － 

  前事業年度 当事業年度

  (1）管材事業部は、単純総合原価計算を採用して
おります。 
製品の受入れは予定原価をもって行い、期末
に予定原価と実際原価の差額を調整しており
ます。 

(1）管材事業は、単純総合原価計算を採用してお
ります。 
製品の受入れは予定原価をもって行い、期末
に予定原価と実際原価の差額を調整しており
ます。 

  (2）海洋バイオ事業部は工程別総合原価計算を採
用しております。 

(2）      ────── 



③【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（単位：千円） 

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

項目 

株 主 資 本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 資本準備金 

その他 
資本剰余金 

資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 
合計 別途積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高 564,952 118,386 1,121 119,507 68,339 1,200,000 1,083,622 2,351,961 △38,477 2,997,943 

事業年度中の変動額                    

別途積立金の積立（注）           300,000 △300,000 －   － 

剰余金の配当（注）             △88,499 △88,499   △88,499 

利益処分による役員賞与
（注） 

            △9,000 △9,000   △9,000 

当期純利益             488,038 488,038   488,038 

自己株式の取得                 △12,057 △12,057 

自己株式の処分     267 267         332 600 

株主資本以外の項目の当
事業年度中の変動額（純
額） 

                   

事業年度中の変動額 
合計 

    267 267   300,000 90,538 390,538 △11,724 379,081 

平成19年３月31日残高 564,952 118,386 1,388 119,774 68,339 1,500,000 1,174,161 2,742,500 △50,201 3,377,024 

項目 
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日残高 72,794 72,794 3,070,738 

事業年度中の変動額      

別途積立金の積立（注）     － 

剰余金の配当（注）     △88,499 

利益処分による役員賞与
（注） 

    △9,000 

当期純利益     488,038 

自己株式の取得     △12,057 

自己株式の処分     600 

株主資本以外の項目の当事
業年度中の変動額（純額） 

△16,511 △16,511 △16,511 

事業年度中の変動額 
合計 

△16,511 △16,511 362,569 

平成19年３月31日残高 56,283 56,283 3,433,308 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益   288,219 838,771 

減価償却費   46,253 19,001 

減損損失   320,705 － 

事業撤退損失   146,975 － 

長期前払費用償却額   454 380 

賞与引当金の減少額   △ 5,000 △ 3,000 

役員賞与引当金の増加額   － 11,000 

役員退職慰労引当金の増減額   8,715 △ 31,297 

貸倒引当金の減少額   △ 8,536 △ 2,545 

受取利息及び受取配当金   △ 1,487 △ 1,604 

支払利息   3,072 1,456 

固定資産売却益   － △ 2,004 

固定資産除却損   17,966 1,836 

保険解約損   － 6,672 

売上債権の増加額   △ 82,451 △ 80,301 

たな卸資産の増減額   277,110 △ 26,069 

未収入金の減少額   8,320 11,878 

仕入債務の増減額   △ 35,365 89,645 

未払金の増減額   △ 14,660 7,639 

未払消費税等の増減額   39,965 △ 39,965 

未払費用の減少額   △ 2,765 △ 2,024 

役員賞与の支払額   △ 11,400 △ 9,000 

その他   42,455 19,783 

小計   1,038,547 810,250 

利息及び配当金の受取額   1,487 1,604 

利息の支払額   △ 2,921 △ 1,425 

法人税等の支払額   △ 268,989 △ 243,847 

営業活動によるキャッシュ・フロー   768,124 566,581 



  

  

    
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出   △ 12,178 － 

有形固定資産の取得による支出   △ 9,280 △ 13,386 

有形固定資産の売却による収入   － 4,183 

保険積立金の解約等による収入   － 39,211 

その他   △ 15,358 △ 12,534 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △ 36,817 17,475 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額   △232,400 60,000 

長期借入金の借入による収入   250,000 － 

長期借入金の返済による支出   △ 270,200 △ 172,800 

自己株式売却による収入   － 600 

自己株式取得による支出   △ 13,924 △ 12,057 

配当金の支払額   △ 77,509 △ 88,532 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △ 344,033 △ 212,789 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   387,272 371,266 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   297,600 684,873 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 684,873 1,056,140 

    



⑤【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

    
前事業年度

株主総会承認日 
（平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）

Ⅰ 当期未処分利益     1,083,622

Ⅱ 利益処分額     

１．配当金   47,666

２．役員賞与金 
（うち監査役賞与金） 

 
9,000

（  －） 

３．任意積立金     

(1）別途積立金   300,000 356,666

Ⅲ 次期繰越利益     726,956

   



重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

期末日の市場価格等に基づく時価法

であります。（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法を採用して

おります。 

同左 

２．たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

(1）商品・製品・原材料 (1）商品・製品・原材料 

 月別移動平均法による原価法であり

ます。 

同左 

  (2）貯蔵品 (2）貯蔵品 

   最終仕入原価法であります。 同左 

３．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物   ３～50年 

機械装置 ４～17年 

定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物   ３～50年 

  

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   売掛債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与の支出

にあてるため、支給見込額を計上して

おります。 

同左 

  (3) 役員賞与引当金 （3）役員賞与引当金 

  ────── 役員に対して支給する賞与の支出

に備えるため、当事業年度末におけ

る支給見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認められ

る額を計上しております。 

  (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

   役員に対する退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金規約に基づ

く期末要支給額を計上しております。 

同左 



  

会計処理方法の変更 

  

  

  次へ 

項目 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヵ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 

７．その他財務諸表作成の

ための重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。 

同左 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより税引前当期純利益に与える影響額は、

320,705千円の減少であります。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

  

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

  当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

3,433,308千円であります。 

財務諸表等規則の改正により、当事業年度における貸

借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。 

────── （役員賞与に関する会計基準） 

  
当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第

４号）を適用しております。 

これにより従来の方法によった場合に比べ、販売費及

び一般管理費が11,000千円増加し、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益は同額減少しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度
（平成19年３月31日） 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 
  

建物 83,146千円

土地 210,537 

投資有価証券 120,600 

計 414,284 

建物 77,858千円

土地 44,637 

投資有価証券 109,420 

計 231,915 

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 
  

１年以内返済予定長期借入金 148,800千円

長期借入金 27,400 

計 176,200 

短期借入金 90,000千円

１年以内返済予定長期借入金 3,400 

計 93,400 

  
※２．授権株式数 普通株式 13,900,000株

発行済株式総数 普通株式 4,587,836株

※２．       ────── 

※３．自己株式 ※３．       ────── 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式48,186

株であります。 

※４．       ────── ※４．期末日満期手形 

  期末日満期手形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理しております。なお、

当事業年度の末日は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が当事業年度末日残高に含ま

れております。 

受取手形 125,022千円 

支払手形 210,919千円 

 ５．配当制限  ５．       ────── 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は72,794千

円であります。 



（損益計算書関係） 

 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．研究開発費の総額 ※１．研究開発費の総額 
  

一般管理費及び当期製造費用に 
含まれる研究開発費 38,121千円

一般管理費及び当期製造費用に 
含まれる研究開発費 34,288千円

※２．       ────── ※２．固定資産売却益は、船舶1,616千円、車輌388千円 

であります。 

※３．固定資産除却損は、建物3,294千円、構築物3,798

千円、機械及び装置3,747千円、什器備品等325千

円、家の浦開発実験場の撤去費用6,800千円でありま

す。 

※３．固定資産除却損は、船舶772千円、什器備品等

1,063千円であります。 

※４．減損損失 ※４．       ────── 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

 なお、資産グルーピング方法は、キャッシュ・フ

ローを生み出す最小単位として、海洋バイオ事業

部、管材事業部においては、営業所別にグルーピン

グしております。 

  

(1）減損損失を認識した資産グループ   
  

場所 香川県三豊市 海洋バイオ事業部 

用途 養殖設備 

種類 建物、構築物及び土地など 

(2）減損損失の認識に至った経緯   

近年の地球温暖化による自然災害に加え、輸入

魚による魚価の低迷等が今後も続くと考えられ、

将来的にも事業として継続することが見込めない

ことから、養殖事業の撤退を決定し、事業に供す

る資産は、社内での再利用はせず、売却または遊

休とすることといたしました。これに伴い、事業

に供する資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額（320,705千円）を減損損失として

特別損失に計上しております。 

(3）減損損失の内訳金額   
  

種類 金額 

建物 74,748千円

構築物 60,886千円

機械及び装置 13,378千円

土地 170,143千円

その他 1,547千円

合計 320,705千円

(4）回収可能価額の算定方法   

回収可能価額は正味売却価格により測定してお

り、時価の算定にあたっては事業に供する資産は

今後社内では再利用しない為、土地を除く事業に

供する資産の全額を損失処理しております。 

また、土地の回収可能価額は、不動産鑑定評価

額を適用しております。 

  



  

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（単位：株） 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加6,800株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

   ２．普通株式の自己株式の株式数の減少400株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

（注）18年３月期期末配当金の内訳は、普通配当7.50円、記念配当3.00円であります。 

  

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※５．事業撤退損失は、養殖事業からの撤退に伴い発生

したたな卸資産処分損136,684千円、機械及び装置

の売却損3,383千円、機械及び装置の除却損5,993千

円、割増退職金1,850千円であります。 

※５．       ────── 

※６．法人税、住民税及び事業税は、過年度法人税等

8,728千円を含んでおります。 

※６．       ────── 

  
前事業年度末 

株式数 
当事業年度
増加株式数 

当事業年度
減少株式数 

当事業年度末 
株式数 

発行済株式 

普通株式 4,587,836 － － 4,587,836 

合計 4,587,836 － － 4,587,836 

自己株式 

普通株式（注）１．２ 48,186 6,800 400 54,586 

合計 48,186 6,800 400 54,586 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 47,666 10.5 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月14日 
取締役会 

普通株式 40,833 9.0 平成18年９月30日 平成18年12月11日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通 
株式 

72,532 
利益
剰余金 

16.0 平成19年３月31日 平成19年６月29日



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 
  

現金及び預金勘定 684,873千円

現金及び現金同等物 684,873 

現金及び預金勘定 1,056,140千円

現金及び現金同等物 1,056,140 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計相当額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額 
相 当 額 
（千円） 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 
（千円） 

期末残高
相 当 額 
（千円） 

車両運搬具 37,068 33,256 3,811

合計 37,068 33,256 3,811

取得価額
相 当 額 
（千円） 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 
（千円） 

期末残高 
相 当 額 
（千円） 

車両運搬具 5,426 2,390 3,036 

合計 5,426 2,390 3,036 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

（注）         同左 

２．未経過リース料期末残高相当額等 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 775千円

１年超 3,036 

合計 3,811 

１年内 775千円

１年超 2,261 

合計 3,036 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

（注）         同左 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 
  

支払リース料 5,892千円

減価償却費相当額 5,892千円

支払リース料 775千円

減価償却費相当額 775千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

  

（減損損失について） （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 同左 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当事業年度（平成19年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

  次へ 

  種類
取得原価
（千円） 

貸借対照表計上額
（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 株式 76,265 197,590 121,324 

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 株式 － － － 

合計 76,265 197,590 121,324 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 3,975 

  種類
取得原価
（千円） 

貸借対照表計上額
（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 株式 64,087 160,401 96,314 

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 株式 12,178 9,670 △ 2,508 

合計 76,265 170,071 93,805 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 3,975 



（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、適格退職年金制度を設けておりましたが、平成16年10月１日付で適格退職年金制度を廃止し、同日付で確定

拠出年金制度の導入と中小企業退職金共済制度への加入により制度移行いたしました。 

なお、総合設立厚生年金基金については継続して採用しております。 

  

２．退職給付費用の内訳 

  

３．厚生年金基金の年金資産の額 

  

 

  
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 
  
勤務費用（千円） 

退職給付費用（千円） 

  
36,725 

36,725 

32,777 

32,777 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度
（平成19年３月31日） 

総合設立厚生年金基金である「大阪鉄商厚生年金基

金」の年金資産の額は、623,877千円（制度の掛金拠出

額比）であります。 

総合設立厚生年金基金である「大阪鉄商厚生年金基

金」の年金資産の額は、558,314千円（制度の掛金拠出

額比）であります。 



（ストック・オプション等関係） 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

（税効果会計関係） 

 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  

  

  
前事業年度 

(平成18年３月31日) 

  （千円）

繰延税金資産   

賞与引当金 23,200 

未払事業税否認 9,369 

役員退職慰労引当金 30,584 

貸倒引当金超過額 712 

ゴルフ会員権評価損 544 

投資有価証券評価損 1,007 

減損損失 127,156 

その他 411 

繰延税金資産合計 192,983 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △ 48,529 

繰延税金資産の純額 144,453 

当事業年度 
(平成19年３月31日) 

  （千円）

繰延税金資産   

賞与引当金 22,000 

未払事業税否認 16,294 

役員退職慰労引当金 18,065 

貸倒引当金超過額 571 

ゴルフ会員権評価損 544 

投資有価証券評価損 1,007 

減損損失 121,199 

固定資産除却損 308 

その他 262 

繰延税金資産合計 180,250 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △ 37,522 

繰延税金資産の純額 142,727 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 
  

法定実効税率 40.0％ 

（調整）  

交際費損金不算入額 0.4％ 

受取配当金益金不算入額 △ 0.1％ 

住民税均等割 1.2％ 

過年度法人税等 3.0％ 

その他 △ 0.9％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.6％ 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が、法定実効税率の100分の５以下である

ため、注記を省略しております。 



（持分法損益等） 

前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 該当事項はありません。 

  

(2）役員及び個人主要株主等 

 該当事項はありません。 

  

(3）子会社等 

 該当事項はありません。 

  

(4）兄弟会社等 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 該当事項はありません。 

  

(2）役員及び個人主要株主等 

 該当事項はありません。 

  

(3）子会社等 

 該当事項はありません。 

  

(4）兄弟会社等 

 該当事項はありません。 

  

 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

  

項目 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 674円44銭 757円36銭 

１株当たり当期純利益金額 33円81銭 107円58銭 

   なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

  
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益（千円） 162,672 488,038 

普通株主に帰属しない金額（千円） 9,000 － 

（うち利益処分による取締役賞与金） （9,000） （－） 

普通株式に係る当期純利益（千円） 153,672 488,038 

期中平均株式数（株） 4,545,317 4,536,375 



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

投資有価証券 
その他 
有価証券 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円） 

大和ハウス工業㈱ 40,000.0 77,320

㈱三井住友フィナンシャルグループ 30.6 32,742

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1.6 2,128

㈱百十四銀行 42,000.0 29,946

三井トラスト・ホールディングス㈱ 13,000.0 15,106

橋本総業㈱ 10,000.0 9,670

㈱クワザワ 6,868.0 3,159

㈱建材社 22,500.0 1,125

ＲＰ東プラ㈱ 1,000.0 500

ソルテック㈱ 3,500.0 1,750

㈱オーシーシー情報センター 1,200.0 600

計 140,100.2 174,046



【有形固定資産等明細表】 

  

 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末
残高 
（千円） 

有形固定資産        

建物 583,244 － － 583,244 483,006 7,650 100,238

構築物 134,787 － － 134,787 133,522 154 1,264

機械及び装置 52,538 － － 52,538 52,538 － －

船舶 31,147 － 31,147 － － 453 －

車両運搬具 21,430 1,300 2,878 19,852 17,154 686 2,697

工具器具備品 233,932 12,086 16,733 229,285 197,295 9,419 31,989

土地 410,497 － － 410,497 － － 410,497

有形固定資産計 1,467,579 13,386 50,759 1,430,206 883,517 18,364 546,688

無形固定資産        

ソフトウェア 3,590 275 － 3,865 2,918 636 946

電話加入権 4,961 － － 4,961 － － 4,961

無形固定資産計 8,552 275 － 8,827 2,918 636 5,908

長期前払費用 2,495 1,250 1,000 2,745 1,377 380 1,367

繰延資産        

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －



【借入金等明細表】 

 （注）平均利率は、期末残高の加重平均によっております。 

  

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

  

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 60,000 120,000 1.063 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 148,800 3,400 0.730 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 27,400 － － － 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 236,200 123,400 － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 16,009 12,138 2,590 12,093 13,464

賞与引当金 58,000 55,000 58,000 － 55,000

役員賞与引当金 － 11,000 － － 11,000

役員退職慰労引当金 76,460 8,242 39,540 － 45,162



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

ａ．現金及び預金 

  

ｂ．受取手形 

相手先別内訳 

  

期日別内訳 

 

区分 金額（千円）

現金 21,852 

預金 

当座預金 599,580 

普通預金 433,980 

別段預金 726 

小計 1,034,287 

合計 1,056,140 

相手先 金額（千円）

㈱小泉 112,998 

渡辺パイプ㈱ 80,434 

サンコー機材㈱ 52,777 

㈱ＭＡＮＩＸ 52,522 

㈱太洋 44,150 

その他 1,543,004 

合計 1,885,887 

期日別 金額（千円）

平成19年３月 125,022 

４月 460,368 

５月 482,500 

６月 397,694 

７月 355,502 

８月以降 64,799 

合計 1,885,887 



ｃ．売掛金 

相手先別内訳 

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

ｄ．商品 

  

ｅ．製品 

 

相手先 金額（千円）

渡辺パイプ㈱ 27,749 

橋本総業㈱ 21,364 

㈱ＭＡＮＩＸ 18,759 

サンコー機材㈱ 18,507 

㈱角一商会 13,104 

その他 886,198 

合計 985,685 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D)
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

1,013,372 8,470,092 8,497,779 985,685 89.6 43.1 

品目 金額（千円）

給排水器具 56,298 

配管部材 61,005 

その他管材商品 78,072 

合計 195,376 

品目 金額（千円）

給排水器具 297,676 

配管部材 158,402 

その他管材製品 86,891 

合計 542,969 



ｆ．原材料 

  

ｇ．貯蔵品 

  

② 流動負債 

ａ．支払手形 

相手先別内訳 

  

期日別内訳 

 

品目 金額（千円）

管材 1,928 

合計 1,928 

区分 金額（千円）

梱包用ケース 1,263 

カタログ 6,124 

合計 7,387 

相手先 金額（千円）

㈱ＫＶＫ 225,111 

前澤化成工業㈱ 141,928 

東泉産業㈱ 69,071 

富士エンジニアリング㈱ 46,662 

㈱島田商会 37,100 

その他 543,963 

合計 1,063,837 

期日別 金額（千円）

平成19年３月 210,919 

４月 212,554 

５月 240,674 

６月 164,948 

７月以降 234,740 

合計 1,063,837 



ｂ．買掛金 

  

(3）【その他】 

 特記事項はありません。 

  

  

相手先 金額（千円）

㈱オンダ製作所 82,160 

㈱ＫＶＫ 69,175 

前澤化成工業㈱ 43,445 

ホット㈱ 43,371 

㈱イノアックコーポレーション 34,620 

その他 414,918 

合計 687,691 



第６【提出会社の株式事務の概要】 
  

 （注） 当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定による請

求をする権利ならびに株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権

利を有しておりません。 

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 1,000株券 10,000株券

剰余金の配当の基準日 
９月30日 
３月31日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録に伴う手数料 
１．喪失登録    １件につき 8,600円
２．喪失登録株券  １枚につき  500円 

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 
「別途定める金額」は、以下の算式により１単元当たりの金額を算定し
て、これを買い取ったまたは買い増した単元未満株式の数で按分した金額
とする。 
（算式）１株当たりの買取・買増価格に１単元の株式数を乗じた合計金額

のうち 
100万円以下の金額につき          1.150％ 
100万円を超え500万円以下の金額につき   0.900％ 
500万円を超え1,000万円以下の金額につき  0.700％ 
1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき 0.575％ 
3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき 0.375％ 
（円未満の端数を生じた場合には切り捨てる。） 
ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、
2,500円とする。 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他
やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 
公告掲載URL 
http://www.miyako-inc.jp/ir/index.htm 

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７【提出会社の参考情報】 
  

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第56期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月30日近畿財務局長に提出。 

(2) 半期報告書 

第57期中（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月22日近畿財務局長に提出。 

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

     

    平成18年６月29日

ミヤコ株式会社     

  取締役会 御中   

      

  ユニバーサル監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 向井 泰彦  印 

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 坂東 和宏  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているミ

ヤコ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第56期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ミヤ

コ株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準が適用される

こととなったため、この基準により財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

     

    平成19年６月28日

ミヤコ株式会社     

  取締役会 御中   

      

  ユニバーサル監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 向井 泰彦  印 

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 坂東 和宏  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているミ

ヤコ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第57期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ミヤ

コ株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 
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